
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

風間 孝 教授（中京大学教養教育研究院教授、世界人権問題研究センター 
プロジェクトチーム４ 性的マイノリティと人権リーダー） 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

令和 5 年１２月１1 日(月) 午後２時００分～午後４時３０分  

（受付開始 午後 1 時３０分～） 

      公益財団法人世界人権問題研究センター多目的スペース 
     （京都市下京区下之町５７番地１ 京都市立芸術大学キャンパス内Ａ棟７階） 

      ※ＪＲ「京都駅」及び京都市営地下鉄「京都駅」から徒歩約６分 

 市内に事業所のある企業等の経営者、人事担当者、 
研修担当者等 

 

令和 5 年１１月２７日（月）まで【先着２４名】 
申込フォーム：右の二次元コード又は専用のアドレス 

【https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=7469】 

からお申込みください。 

FAX：裏面の申込書※を記載し、075-366-0139 に送信してください。 

 

 
 

 

会 場 

申込方法 

日 時 

対 象 

日本の性的少数者の割合は、３～８％程度といわれており、20 人以上の職場であれば、1 人程度は

LGBT 当事者がいてもおかしくありません。 LGBT を含む多様性を活かしたダイバーシティ経営が重要

視されている中、多様な性の在り方が尊重され、誰もが自分らしく働き、暮らせる共生社会の実現には、

「アライ（LGBT について理解し、支援する人）」の存在が不可欠です。 

今回は、「アライ」をテーマに、LGBT 当事者もそうでない人も「働きやすい職場づくり」や「利用しや

すいサービス」について、共に考える講座を開催します。自社での取組にお悩みの人事担当者などに御参加

いただき、企業の先行事例等を参考にしながら、参加者同士で交流し、実践につなげる場としていただけれ

ば幸いです。 

 

キ  ョ  ウ  ト     ア  ラ  イ      ラ   ボ 

第２部「企業の取組の紹介」 第３部 ワーク及び意見交換 
第２部では、多様性を尊重する社会の実現のために、率先して取り組む『三洋化成工業株式会社』、

『京セラ株式会社』の取組事例を紹介し、第３部では、３グループに分かれ、第１部の内容を深堀する

ワークや参加企業同士の意見交換を行います（3回行いますので、全グループに参加いただけます。）。 

第１部「性の多様性を自分の問題として捉える」【講義】 

 

日本の性的マイノリティ差別や性的マイノリティの社会運動についての研究とともに、性的指

向・性自認に関する大学の取り組みや大学教員の意識や態度について調査をおこなっている。

主な著書に 『同性愛と異性愛』（岩波新書・2010 年）、『教養のためのセクシュアリティ・スタ

ディーズ』（法律文化社・2018 年）、『教養のためのジェンダーと平和Ⅱ』（法律文化社・2022 年）がある。 

【お問合せ】（平日の午前８時４５分～午後５時３０分） 
京都市文化市民局共生社会推進室（人権文化推進担当） 電話（075）222-3096  FAX（075）366-0139 
ホームページ「企業向け人権啓発講座」（ https://www.city.kyoto.lg.jp/menu1/category/19-4-2-0-0-0-0-0-0-0.html ）の
ページを御覧ください。 

御来場の際は 

公共交通機関を 

御利用ください。 

参加費無料 

ＫＹＯＴＯ ＡＬＬＹ ＬＡＢＯ 
～ＬＧＢＴの視点で考える多様な人材が活躍できる職場づくり～ 

令和５年度第６回企業向け人権啓発講座（中小企業庁委託事業） 

https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=7469】


京都市共生社会推進室 行（FAX 075-366-0139） 

参 加 申 込 書 
令和５年度第６回企業向け人権啓発講座に申し込みます。 

 

講座名 ＫＹＯＴＯ
キ ョ ウ ト

 ＡＬＬＹ
ア ラ イ

 ＬＡＢＯ
ラ ボ

  

～ＬＧＢＴの視点で考える多様な人材が活躍できる職場づくり～ 

日 時 令和５年 12 月 1１日（月）午後２時００分～午後４時３０分 

（午後１時３０分受付開始） 
会 場 公益財団法人世界人権問題研究センター多目的スペース 

（京都市立芸術大学キャンパス内Ａ棟７階） 

下記の必要事項を記入又は該当するものに○を付けてください。 

必要事項 記 入 欄 

（ふりがな） 

事業所名 
 

所在地 

 

 

※ 京都市外の場合は、京都市内にある事業所名も御記入ください。 

業種  

事業所の規模 20人未満・20人～29人・30人～49人・50人～99人・100人～299人・300人以上 

参加者名  

参加者役職名  

連絡先 
電話（    ）   －       FAX（    ）   － 

 

メールアドレス 

受講配慮 
手話※ ・ 要約筆記※ ・ヒアリングループ※ ・ 車椅子使用 ・ 補助犬 

（※ 手話通訳・要約筆記・ヒアリングループについては、 １１月２０日（月）までにお

申込みください。） 

備考 

※本講座で、講師の方への質問等がありましたら御記入ください。具体的なお困りごとな

どでも結構です。 

 

 

   
 

 

発行：京都市文化市民局共生社会推進室 

京都市印刷物第 054627 号 

令和５年１０月発行 
この印刷物が不要になれば 

「雑がみ」として古紙回収等へ！ 

参加費無料 

京都市は持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を支援しています。 

受講票は発行しません。定員を超え、御参加いただけない場合のみ御連絡します。 

※当日会場受付にて事業所名・お名前をお伝えください。 

「企業向け人権啓発講座」は、様々な視点から現状を知り、対応について考え、社内における人権尊

重の風土づくり及び企業と社会の持続可能な成長に役立てていただくことを目的とする、企業の経営者、

総務･人事責任者、人権研修推進者等を対象とした講座です。 


